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Ⅰ  平成２６年度一般会計決算概要  

 

平成２６年度における当組合一般会計の決算は平年並みの水準とな

り、前年度の決算と比べ歳出は１,２５０万３千円の減であった。 

組合構成町の厳しい財政状況を踏まえ、当組合においても各種事業の

徹底した見直しを図り、最小の経費で最大の効果を上げるため効率的な

業務運営に努めた。 

歳出の主な内容としては、人件費が歳出額の８５．６％を占めた。物

件費、維持補修費、補助費は前年度と大きな相違はなく、経常的経費は

極力歳出の削減に努めた。総務管理費では、普通建設事業費として亘理

消防署庁舎裏の法面保護工事を行い土砂崩れ防止を図った。 

葬祭業務では、３号火葬炉の燃焼炉セラミック及び霊台車耐火物の張

替工事を行い、利用者に不便をかけることのないよう施設の保全管理に

努めた。 

消防業務では、油圧救助器具等の資器材更新を行い消防力の充実・強

化を図り住民一人ひとりが安心して暮らせる地域づくりに努めた。 

 

 

１ 決算収支                       

平成２６年度決算規模は、一般会計歳入歳出予算総額６億２,７２８万８千円

に対し、歳入決算額６億２,７７０万４千円（対前年比９８．３％）歳出決算額

６億１,５６７万８千円（対前年度比９８．０％）、歳入歳出差引額は１,２０２

万６千円となった。 

実質収支は、歳入歳出差引額と同じ１,２０２万６千円となり、そのうち、地

方自治法第２３３条の２の規定により、１,１００万円を財政調整基金へ積み立

て、１０２万６千円を平成２７年度に繰り越すこととした。 

                                             （単位：千円）  

 

区 分 

 

 

歳入総額 

 

(A) 

 

歳出総額 

 

(B) 

 

歳入歳出 

差引額 

(A)－(B)   

(C)    

 

翌年度に繰り

越すべき財源 

(D) 

 

実質収支 

(C)－(D) 

(E) 

 

歳計剰余金

積立 

 

純繰越金 

 

 

平成 26 年度 627,704 615,678 12,026 0 12,026 11,000 1,026 

平成 25 年度 638,755 628,181 10,574 0 10,574 9,573 1,001 
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Ⅱ 平成２６年度款別決算表 

１ 歳   入 

（単位：円・％） 

科   目 予算現額 調 定 額 収入済額 不 納 
欠損額 

収 入 
未済額 

予算額に
対する収
入増減額 

収入割合（％） 

予算額 調定額 構成比 

1 分 担 金 
及び負担金 

607,911,000 607,911,350 607,911,350 0 0 350 100.0 100.0 96.8 

2 使 用 料 
及び手数料 

1,580,000 1,979,950 1,979,950 0 0 399,950 125.3 100.0 0.3 

3 県支出金 466,000 466,603 466,603 0 0 603 100.1 100.0 0.1 

4 財産収入 6,000 5,984 5,984 0 0 △16 99.7 100.0 0.001 

5 繰 入 金 15,700,000 15,700,000 15,700,000 0 0 0 100.0 100.0 2.5 

６ 繰 越 金 1,000,000 1,000,709 1,000,709 0 0 709 100.1 100.0 0.2 

７ 諸 収 入 625,000 639,557 639,557 0 0 14,557 102.3 100.0 0.1 

合   計 627,288,000 627,704,153 627,704,153 0 0 416,153 100.1 100.0 100.0 

 

 

２ 歳  出 

       （単位：円・％） 

科    目 予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額 執行割合（％） 構成比（％） 

1 議 会 費 1,364,000 1,175,306 188,694 86.2 0.2 

2 総 務 費 61,540,000 60,332,562 1,207,438 98.0 ９.8 

3 衛 生 費 23,462,000 22,978,704 483,296 97.9 3.7 

4 消 防 費 531,335,000 522,634,939 8,700,061 98.4 84.9 

5 公 債 費 8,587,000 8,556,681 30,319 99.6 1.4 

6 予 備 費 1,000,000 0 1,000,000 0.0 0.0 

合    計 627,288,000 615,678,192 11,609,808 98.1 100.0 
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 Ⅲ 四半期ごとの収支及び予算執行状況 

１ 歳   入 

 （単位：円・％） 

区  分 
第１・四半期 

(４～６月) 
第２・四半期 

(７～９月） 
第３・四半期 
(１０～１２月) 

第４・四半期 
(１～３月) 

出 納 整 理 
期  間 合  計 

予 算 額 634,048,000 634,048,000 634,048,000 627,288,000 627,288,000  

1 
分 担 金 
及び負担金 

307,238,675 152,584,000 154,648,675 0 △6,560,000 607,911,350 

2 
使 用 料 
及び手数料 

559,750 597,600 298,100 524,500 0 1,979,950 

3 県 支 出 金 0 466,603 0 0 0 466,603 

4 財 産 収 入 0 1,946 0 4,038 0 5,984 

5 繰 入 金 0 15,700,000 0 0 0 15,700,000 

6 繰 越 金 0 1,000,709 0 0 0 1,000,709 

７ 諸 収 入 101,306 146,608 164,175 165,708 61,760 639,557 

合   計 307,899,731 170,497,466 155,110,950 694,246 △6,498,240 627,704,153 

歳入累計（Ａ） 307,899,731 478,397,197 633,508,147 634,202,393 627,704,153  

予算に対する 
収入割合（％） 48.6 75.5 99.9 101.1 100.1  

 

２ 歳   出 

（単位：円・％） 

区  分 
第１・四半期 
（４～６月) 

第２・四半期 
(７～９月) 

第３・四半期 
(１０～１２月) 

第４・四半期 
(１～３月) 

出 納 整 理 
期 間 

合  計 

予 算 額 634,048,000 634,048,000 634,048,000 627,288,000 627,288,000  

1 議 会 費 2,957 81,000 1,000,380 90,969 0 1,175,306 

2 総 務 費 13,592,997 11,011,747 15,928,149 12,387,494 7,412,175 60,332,562 

3 衛 生 費 5,621,984 4,231,951 7,362,733 4,835,891 926,145 22,978,704 

4 消 防 費 142,950,343 104,478,998 152,767,970 110,837,129 11,600,499 522,634,939 

5 公 債 費 0 4,285,346 0 4,271,335 0 8,556,681 

6 予 備 費 0 0 0 0 0 0 

合   計 162,168,281 124,089,042 177,059,232 132,422,818 19,938,819 615,678,192 

歳出累計（Ｂ） 162,168,281 286,257,323 463,316,555 595,739,373 615,678,192  

予 算 執 行 
割 合（％） 25.6 45.1 73.1 95.0 98.1  

公金現在高 
(Ａ) － (Ｂ) 

145,731,450 192,139,874 170,191,592 38,463,020 12,025,961  
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Ⅳ 性質別歳出内訳表 
（単位：千円・％） 

区  分 

平成２６年度 平成２５年度 

決 算 額 
構 成 比 

（％） 
前年比較 
増 減 額 

前年対比 

（％） 
決 算 額 

構 成 比 

（％） 
前年比較 
増 減 額 

前年対比 

（％） 

義務的経費 541,266 87.9 11,272 102.1  529,994 84.4  2,929 100.5 

  人 件 費 527,179 85.6 12,230 102.4  514,949 82.0 1,949 100.4 

  扶 助 費 5,530 0.9 △955 85.3 6,485 1.0 235 103.8 

  公 債 費 8,557 1.4 △３ 99.9 8,560 1.4 745 110.0 

投資的経費 8,473 1.4 △23,027 26.9 31,500 5.0 △573,615 5.2 

  
普通建設

事 業 費 
8,473 1.4 △23,027 26.9 31,500 5.0 △573,615 5.2 

  
 うち補助

事業費 
0 0.0 0 0 0 0.0 △600,569 0.0 

  
うち単独 

事業費 
8,473 1.4 △23,027 26.9 31,500 5.0 26,954 692.9 

その他の経費 65,939 10.7 △748 98.9 66,687 10.6 2,128 103.3 

  物 件 費 55,601 9.0 △648 98.8 56,249 9.0 1,038 101.9 

  補助費等 8,262 1.4 △263 96.9 8,525 1.3 283 103.4 

  積 立 金 6 0.001 △1 85.7 7 0.001 △33 17.5 

  
維 持 

補 修 費 
2,070 0.3 164 108.6 1,906 0.3 840 178.8 

合  計 615,678 100.0 △12,503 98.0 628,181 100.0 △568,558 52.5 

 

 

 

Ⅴ 地方債現在高調 

（単位：千円） 

 

 

  

区   分 
平成２５年度末 

現 在 高 

平 成 ２６年 度 

借 入 額 

平 成 ２６年 度 

償 還 元 金 額 
差引現在高 

消防施設整備事業債 

（ 全 国 自 治 協 会 ） 
53,328 0 ８，３４８ ４４，９８０ 

合   計 53,328 0 ８，３４８ ４４，９８０ 
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分担金及び負担金

607,911 (96.8%)

使用料及び手数料

1,980 (0.3%)

財産収入 6 (0.0%)

繰入金 15,700 (2.5%)

繰越金 1,001 (0.2%)

諸収入 639 (0.1%)

県支出金 467 (0.1%)

自主財源 (99.9%)

依存財源

0.1%

【歳 入】

歳入決算額

627,704

（千円）

議会費 1,175 (0.2%)

総務費 60,332 (9.8%)

衛生費

22,979 (3.7%)

消防費

522,635 (84.9%)

公債費 8,557 (1.4%)

予備費 0 (0.0%)

【歳 出】

歳出決算額

615,678

（千円）

山元町（衛生費）

7,877 (1.3%)

亘理町（衛生費）

14,805 (2.4%)

亘理町（消防費）

374,810 (62.1%)

山元町（消防費）

206,290 (34.2%)

衛生費分担金 22,682 

(3.8%)

消防費分担金 581,100 

(96.2%)

【分担金の割合】
※注）負担金を除く

両町分担金

603,782

（千円）

平成２６年度 亘理地区行政事務組合一般会計決算額 

 

  

   

 

  

    

   

   

  

  

  

  

  

 

  

  

  

 

  

 

 

 

  

  

人件費 527,179

(85.6%)

扶助費 5,530

(0.9%)

公債費 8,557

(1.4%)

普通建設事業費

8,473 (1.4%)

物件費

55,601

(9.0%)

補助費等 8,262 (1.4%)

積立金 6 (0.0%)

維持補修費 2,070 (0.3%)

義務的経費 541,266

(87.9%)

投資的経費 8,473

(1.4%)

その他の経費 65,939

(10.7%)

【性質別決算内訳】

歳出決算額

615,678

（千円）
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Ⅵ 一般会計の状況 

 
項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

１款 

議会費 

1,175 

１ 議会の状況 

1,175 

（１） 定例会及び臨時会 

議会の開催状況 
議 会 審 議 状 況 

管理者提出 議 員 提 出 

区 
 

 

分 

招

集

開

催 

会
期
延
日
数 

会
議
延
日
数 

審

議

件

数 

原

案

可

決 

修

正

可

決 

否

決 

撤

回 
審

議

件

数 

原

案

可

決 

修

正

可

決 

否

決 

撤

回 

定

例 
２ ２ ２ ８ ８         

臨

時 
１ １ １ ２ ２         

 

（２） 調査及び活動研修 

先進地視察調査（１０/２２～１０/２４） 

【調査地】 兵庫県加東市（北はりま市消防本部）、三田市（㈱モリタ三田工場） 

【事 項】 加東市：消防広域化先進地域 

三田市：消防車両組立工場における社会環境活動への取組状況 

２款 

総務費 

60,332 

 

１ 総務管理 

の状況 

60,252 
 

（１） 総務事業 

ア 職員等の健康診査 

職員及び臨時職員の健康の保持増進を図った。 

健 診 名 受診者数 実 施 日 備考 

定期健診 ６４人 ６月１９、２０日 

1０月３、７、１５日 

 

 Ｂ型・Ｃ型肝炎抗体検査 ６４人 

腹部超音波検査 ２人 ８月１８日 

人間ドック １４人 ９月６、２０日 共済組合 

助成事業 脳ドック ６人 ９月１３、２０、２７日 

 

イ 職員研修 

質の高い行政サービスの提供の為、職員育成を目的とし各種研修を

受講させた。 

研 修 名 受講者数 場  所 備考 

契約事務研修 １人 県市町村職員研修所  

給与制度等研修 １人 〃  

条例・規則作成研修 １人 〃  

行政法研修 １人 〃  

政策法務研修 １人 〃  

クレーム対応研修 １人 〃  

財政担当職員研修 １人 〃  

延 人 数 ７人   
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

 

 

 

  ウ 広報事業 

組合議会、消防及び葬祭業務の内容を広く住民に周知し、理解を深

めて頂くため、広報「ぎょうせいわたり」（Ａ４版・４ページ）を４回発行し、亘

理・山元両町全世帯と主要事業所等へ配布した。 

 

（２） 主な支出 

組合広報紙印刷代 ５１３,５２８円 

職員健康診断委託料 １，０１８,４０６円 

給与管理システム使用料 ８９４,２４０円 

複合印刷機賃借料 ７６４,６４０円 

財務会計システム使用料 ６２２,０８０円 

パソコン賃借料  ６７２,８４０円 

亘理消防署庁舎裏法面保護工事 ６,１７７,６００円 
 

２ 監査委員 

の状況 

80 

監査の状況 

  最少の経費で最大の効果を上げるように事務・事業が執り行われているか、 

公正な視点で監査及び審査を行った。 

ア 平成２５年度亘理地区行政事務組合一般会計決算の審査 

イ 平成２６年度一般会計歳入歳出予算に関する事務の執行及び事

業の監査 

 

 

 

 

 

 

 
 

区 分 一 般 監 査 決 算 審 査 そ の 他 

回   数 ２ １ ０ 

所要日数 ２ １ ０ 

３款  

衛生費 

22,979 

 

１ 葬祭場  

の状況 

22,979 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 葬祭場の管理状況 

遺族及び利用者が心静かに故人の追悼ができるよう、環境及び設備の整

備等を行い施設保全に努めた。 

   

葬祭場利用状況                       （単位：件） 

区 分 Ｈ２６年度 Ｈ２５年度 増 減 

亘 理 町 ３１５ ３３３ △１８ 

山 元 町 １７３ １６７ ６ 

他の市町 ３６ ４４ △８ 

合  計 ５２４ ５４４ △２０ 

 

（２） 主な支出                                     

燃料費（重油、灯油、ＬＰＧ） ３，４７１，６６７円 

３号炉セラミック・霊台車上皿耐火物張替

工事 
７９９，２００円 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

４款 

消防費 

522,635 

 

１ 消防事務

の状況 

522,635 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地域に密着した自治体消防として、火災の予防や消火、救急、救助など「住

民の安全・安心」の担い手としてその役割を果たすとともに、住民一人ひとりが安

心して暮らせる地域づくりに取り組んだ。 

 

（１） 消防職員の研修状況 

ア 宮城県消防学校への入校 

消防業務に必要な知識を段階的に習得するための教育を受講し

た。 

教育訓練種別 入校者数 

初任総合教育 ２人 

専科教育警防科 １人 

幹部教育初級幹部科 １人 

専科教育予防査察科 １人 

特別教育救急救命士処置拡大講習 ２人 

 

イ 救急救命士研修 

救急救命士は、常に一定水準以上の高度な救急技術を求められ

ていることから、東北救急医学会をはじめとする研修会等に参加し、

事例研究を通した技能熟達に努めた。（４回、１１名） 

 

ウ 救急救命士の養成 

国家試験資格である救急救命士を養成するため、救急救命東京

研修所にて研修を受講させ、資格取得を成した。 

 

エ 救急救命士の病院研修 

地域の救急医療の質の向上に貢献するため、また救急救命士とし

ての資質を更に高めるため、指定医療機関にて研修を受講した。 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 消防職員の資格取得状況 

   現場活動時に必要とされる、各種資格の取得に努めた。 

資格種別 人数 

救急救命士 ２人 

二級小型船舶操縦士 １人 

小型移動式クレーン運転技能講習 １人 

玉掛け技能講習 １人 

潜水士 １人 

中型自動車運転免許 ５人 

大型自動車運転免許 １人 

 

 

指定医療機関 人数 

総合南東北病院  ５人 

独立行政法人 宮城病院  ５人 

計  １０人 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

 （３） 消防職員の訓練状況 

ア 身近な災害対応への訓練 

消防を取り巻く社会情勢の変化に伴い、火災はもとより、交通事

故、水難事故、特殊災害など災害の形態も複雑多様化し、従来の消

防活動に加えて、新たな知識や資機材、消防戦略が必要となってい

る。 

これらの災害を想定し、小隊単位、署単位で警防・救助・救急訓練

を計画的に実施した。 

 

イ 大規模災害に備えた訓練 

下記の訓練等に参加し、大規模災害発生時の応援及び受援体制

の連携強化を図った。 

 

名  称 月日 参加者数 実施主体 

県消防救助技術指導会  ７月 ２日 １３人 県消防長会 

県消防協会亘理地区支
部水防訓練 

 ７月 ７日 １５人 県消防協会 
亘理地区支部 

山元町総合防災訓練  ６月１４日 １５人 山元町 

９．１総合防災訓練  ８月３１日 ５２人 亘理町・宮城県 

緊急消防援助隊北海道
東北ブロック訓練 

１０月２３日  １人 
北海道東北ブロッ
ク合同訓練推進協
議会 

 

（４） 消防の諸活動 

ア 警防活動の状況 

(ア)  火災出動（２５件） 

火災出動件数は２５件で前年度より９件増加した。火災による損

害額は、３６,２６１千円であった。 

 

(イ) 警戒出動（３３件） 

交通事故等における危険物漏えいや、強風・大雨などの自然

災害により人命に危険が予想される時など､災害の被害拡大防止

のために出動した。 

 

火災の種別 
出 動 件 数 

増減 
出 火 原 因 

（Ｈ２６年度） Ｈ２６年度 Ｈ２５年度 

建物火災 ７ ９ △２ 不明、その他 

車両火災 ３ １ ２ 排気管 

林野火災 － －   

そ の 他 １５ ６ ９ 放火、火入れ、たき火 

計 ２５ １６ ９  
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

 (ウ) 偵察出動（９件） 

火災と紛らわしい火煙の発見又は通報により、その真偽を確認

するために出動した。 

 

(エ) 地水利調査 

地水利調査は、消防活動に重要な意義をもつものであることか

ら、毎月計画的に管内の地理、消火栓、防火水槽、河川及び池

沼等を実際に調査し、現状把握に努めた。 

 

イ 救急・救助活動の状況 

(ア) 救急出動（１,９６６件） 

救急出動件数は、１,９６６件で前年度より１８件増加した。 

 

①  救急出動及び搬送人員 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

② 事故の種別                （単位：件） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  地域別医療機関搬送人員                 （単位：人） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 
Ｈ２６年度 Ｈ２５年度 増  減 

件 数 人 数 件 数 人 数 件 数 人 数 

亘 理 町 １,３５１ １,２６８ １,３３９ １,２４８ １２ ２０ 

山 元 町 ６１３ ５７４ ６０８ ５６４ ５ １０ 

管  外 ２ ０ １ １ １ △１ 

計 １,９６６ １,８４２ １,９４８ １,８１３ １８ ２９ 

区 分 Ｈ２６年度 Ｈ２５年度 増 減 

急 病 １，２８５ １，２９９ △１４ 

一般負傷 ２２７ ２２０ ７ 

転 院 １９８ ２１３ △１５ 

交通事故 １８９ １６６ ２３ 

そ の 他 ６７ ５０ １７ 

計 １,９６６ １，９４８ １８ 

区  分 Ｈ２６年度 Ｈ２５年度 増 減 

管 内 亘理・山元町 ３８７ ４１８ △３１ 

管 外 

仙 台 市 ３７７ ４５４ △７７ 

岩 沼 市 ６９６ ６７７ １９ 

名 取 市 ４１ ５１ △１０ 

そ の 他 ３４１ ２１３ １２８ 

計 １,４５５ １，３９５ ６０ 

合   計 １,８４２ １，８１３ ２９ 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  (イ) 救助出動（１５件） 

交通事故等に伴う救助出動では、救助工作車及び救助資機材

を活用し、９人を救助した。 

 

ウ  応急手当等の指導 

管内の各種団体や企業、個人を対象に救命講習を実施し、応急手

当の普及啓発に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 予防活動の状況 

ア 防火対象物等の査察状況 

学校・工場・病院等の防火対象物及び危険物施設を立入検査し、 

災害発生防止の指導を行った。  

(単位：件) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ  建築確認同意事務の状況 

消防法第７条による建築確認同意について、消防法令に基づき審

査を行い、適正な処理を行った。 

（単位：件）                                         
 

 

区 分 Ｈ２６年度 Ｈ２５年度 増 減 

交通事故 ９ １３ △４ 

水難事故 ０ １ △１ 

機械事故 ２ １ １ 

そ の 他 ４ ３ １ 

計 １５ １８ △３ 

区 分 
Ｈ２６年度 Ｈ２５年度 増 減 

回 数 人 数 回 数 人 数 回 数 人 数 

普通救命講習会 ２５ ２６２ ３９ ４１１ △１４ △１４９ 

上級救命講習会 ３ ３３ ５ ７０ △２ △３７ 

計 ２８ ２９５ ４４ ４８１ △１６ △１８６ 

区 分 
Ｈ２６年度 

施設総数 

立入検査実施件数 

Ｈ２６年度 Ｈ２５年度 増 減 

防火対象物 １,０９５ ４１８ ４２７ △９ 

危険物施設 179 ９２ ７８ １４ 

計 １,２７４ ５１０ ５０５ ５ 

区 分 Ｈ２６年度 Ｈ２５年度 増 減 

建築確認同意 ２４４ ２２８ １６ 

消防用設備等の設置審査 ４０ ３６ ４ 

計 ２８４ ２６４ ２０ 

（単位：件） 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ  危険物取扱事務の状況 

危険物の規制に関する関係法令等の規定に基づき、書類審査及

び施設検査を行った。 

                              （単位：件）  
 

 

 

 

 

 

エ 消防広報活動 

広報「ぎょうせいわたり」を年４回発行し、管内全世帯に配布し、地

域住民の防火思想の普及啓発に努めた。 

 

オ 亘理地区防災安全協会の事務 

亘理郡内の危険物取扱事業所、防火管理者を有する事業所等を

会員とする組織（２２４事業所）の事務局を行っている。 

年間事業として、防火講習会及び防火訓練、先進地視察研修、

啓発活動（防災関係資料、ポスター配布）並びに防災情報の提供等

を行った。 

 

カ  婦人防火クラブの育成指導 

「防火は地域・家庭から」の誓いのもと全戸加入を推進すると共に、

消火器の取扱訓練や防火講話等を行い、防火・防災の啓発にあたっ

た。 

また、クラブの基幹事業として、県、仙台南地方消防連絡協議会等

主催の婦人防火クラブ大会や研修会等に積極的に参加し、クラブ員

の育成指導に努めた。 

 

キ 幼年消防クラブの育成指導 

幼年消防クラブ１０団体、５２８人に対して、防火講話や防火映画の

上映、避難訓練等を行い、クラブ員の育成指導に努めた。 

 

 

区 分 Ｈ２６年度 Ｈ２５年度 増 減 

設置及び変更許可 ２０ ２５ △５ 

完成検査及び水張検査 ２３ ２４ △１ 
使用承認 ６ ８ △２ 

計 ４９ ５７ △８ 

区 分 
Ｈ２６年度 Ｈ２５年度 増  減 

団体数 会員数 団体数 会員数 団体数 会員数 

地区防火クラブ ７６ １１，１８６  ７４ １０，９８４ ２ ２０２ 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況  

 （６） 消防団への訓練指導 

地域の暮らしの安全を守るうえで、非常に重要な役割を果たしている消

防団の組織力の維持・向上に資するよう、下記のとおり訓練指導を行った。 

 

区  分 
亘理町消防団 山元町消防団 

備  考 
回数 受講者 回数 受講者 

小型ポンプ操法 １７ １９０ ４ ２４  

自動車ポンプ操法 ３ ２６    

初任団員訓練 １ ２０ １ １８ 仙台南消連協 

礼式訓練（幹部） ２ ８０ ２ ６５  

計 ２３ ３１６ ７ １０７  

 

（７） 消防施設等の整備 

近年、多種多様化している災害の活動において、迅速に対応出来るよ

う、下記の消防資器材等の整備を行った。 

特に油圧救助資器材(平成１年度購入)については、購入後２５年経過し

老朽化が進んだことから、更新配備し消防力の維持・向上を図った。 

 

 【主な支出】             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８） 県移譲事務の状況 

      「火薬類取締法」及び「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化

に関する法律」に係る権限移譲事務を次のとおり処理した。 

 

 

 

耐熱服 １着（更新） ３４０,２００円 

LED バルーン投光機 １基（新規） ５３４,６００円 

消防用ホース １２本 ３９１,３９２円 

高圧空気容器 ３本（更新） ４０５,０００円 

電動油圧救助器具(ﾗﾑｼﾘﾝﾀﾞｰ) １式（更新） １,８９０,０００円 

空気呼吸器 １器（更新） １８７,９２０円 

潜水用ドライスーツ １着（新規） ２２６,８００円 

潜水用浮力調整装置 ４着（更新） ２６３,５２０円 

潜水用レギュレーター ４セット(更新) ４１４,７２０円 

区     分 Ｈ２６年度 Ｈ２５年度 増 減 

火薬類に係る事務 １２ １１ １ 

液化石油ガスに関する事務 ４ ４ ０ 

計 １６ １５ １ 



 

 


